
平成２８年度特別委員会（案）について

会派名 名 称 所 管 事 項 （調 査 内 容）

選挙区調査特別委員会
委員長報告どおり、国勢調査の速報値並びに新しい議員等からの意見をお伺いし、
議会基本条例に基づき、不断の見直しを行う。

子どもの貧困対策調査特別委員会
三重県子どもの貧困対策計画に基づく県の推進状況（特に部局横断的、全庁的な
取り組みが進んでいるか）、市町の取組状況、他県の取組状況から、課題を抽出し、
知事にさらなる施策提言を行う。

障がい者総合対策調査特別委員会
障がい者差別禁止法に基づく県の対応の確認をはかるとともに、障がい者に対する
情報・コミュニケーション保障の施策の立案を行う。

ポストサミット推進特別委員会
サミットのレガシーを活用した県施策について、取組の強化と共に、県民力の向上と
いう観点から県の取り組みについて調査

ビッグデータ等利活用調査特別委員会
ビッグデータやＩoＴ（インターネットオブシングズ）の利活用が民間で進む中、これらを
生かした産業振興・行政サービスのあり方について調査し、提言する。

選挙区調査特別委員会 国勢調査結果を踏まえ、次年度以降の県議会選挙制度について協議検討する。

鷹山

公明党

地域包括ケアシステム調査研究特別委員会
三重県における医療・介護の改革にともなう在宅医療・在宅介護の現状を調査し今
後のあり方を考える。

雇用問題調査特別委員会 三重県の雇用の現状と実態調査

国民健康保険のあり方について調査研究特別
委員会

県下の国保の実態について調査し課題を整理するとともに今後のあり方について研
究する。

能動

大志

草の根
運動みえ

子どもの貧困対策推進特別委員会
「三重県子どもの貧困対策計画」にあわせ、子どもの貧困につながる連鎖を次世代
にもたらさないよう福祉、教育、雇用をはじめ子どもの貧困対策推進に向けた調査を
行う。

なし

日 本
共産党

新政みえ

自民党

なし

なし

なし
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特別委員会の設置等について 

 

平成 21 年 5 月  8 日 代表者会議決定 

平成 22 年 3 月 12 日 代表者会議改正 

平成 23 年 5 月  9 日 各派世話人会改正 

  

特別委員会について、その機能が十分に発揮されるよう、設置運営等に関して、

次のように取り扱う。 

 

１ 設置 

特別委員会の設置については、必要が生じた都度、代表者会議において設置の

要否につき協議、検討を行った上で設置するものとする。 

設置期間については、目標とする調査期間をあらかじめ設定し、調査終了後、

速やかに廃止するものとする。 

 

 

２ 調査事項等 

特別委員会の調査事項は、重要かつ緊急性の高い県政課題等とし、あらかじめ

常任委員会の所管事項との関係を明確に整理、調整した上で、目的達成型の特別

委員会となるよう課題を絞って調査を行うものとする。 

   

 

３ 委員定数・所属委員 

特別委員会の委員定数、所属委員等については、設置の目的に沿って、各会派

の議員数を十分考慮した上で、その都度、協議調整して定めるものとする。 

 

 

４ 県内外調査 

  特別委員会の調査の目的を達成するため、原則として、県内調査については、

日帰り調査を適宜、県外調査については、１泊２日以内の行程で１回実施するこ

とができるものとする。 

 

５ 調査結果 

調査結果については、特別委員長報告に加え、課題解決に向けての政策提言を

行うなど、多様な活用を図るものとする。 
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平成19年度以降の特別委員会設置状況

19 20 21 22

地域活性化対策
調査特別委員会

地域間格差対策
調査特別委員会

地域経済活性化
対策調査
特別委員会

地域主権調査
特別委員会

南北格差対策
調査特別委員会

ＮＰＯ等ソーシャル
ビジネス支援
調査特別委員会

地域雇用対策
調査特別委員会

新エネルギー調査
特別委員会

子育て支援対策
調査特別委員会

救急医療体制
調査特別委員会

県立病院等調査
特別委員会

食料自給対策
調査特別委員会

23 24 25 26

東日本大震災に
関する復旧・復興
支援調査特別委員会

スポーツ振興対策調
査特別委員会

新エネルギー等活用
調査特別委員会

障がい者雇用促進調
査特別委員会

議員提出条例検証特
別委員会

「実はそれ、ぜんぶ
三重なんです！」連
携調査特別委員会

選挙区調査特別委員
会

選挙区調査特別委員
会(24年度から継続)

27

人口減少対策調査特
別委員会

参考２


